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１ ⾷品産業の現状
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新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部⾷品産業の概観

○ ２０１５年（平成２７年）の飲⾷料の国内最終消費額は８４兆円（１９８０年から３４兆円増
加）。そのうち加⼯品は４２兆円、外⾷は２７兆円、⽣鮮品等は１４兆円。

○ ⾷品産業（⾷品製造業及び外⾷業）は、国産農林⽔産物の約７割の仕向先であり、我が国の農林
⽔産業を⽀える重要な産業。

出典︔農林⽔産省「平成27年農林漁業及び関連産業を中⼼とした産業連関表」等を基に試算。
本資料は年次や対象等が異なる複数の統計、調査等を組み合わせて作成したものであり、⾦額等が整合しない点がある。
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新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部⾷品産業の就業者数

○ ⾷品産業の就業者数は802万⼈。全産業の就業者数の約12%を占める。
○ 各都道府県において、数ある製造業の中でも、⾷品製造業は従業員数の割合が⾼い。特に、北海道や

九州など１次産業が盛んな地域において⾼いシェアを占めており、地域経済を牽引する重要な産業である。

出典︓総務省「労働⼒調査」より農⽔省作成
注︓サービス業は、「学術研究，専⾨・技術サービス業」「宿泊業，飲⾷サービス業」「⽣活関連サービス業，
娯楽業」「教育，学習⽀援業」「医療，福祉」「複合サービス事業」「サービス業(他に分類されないもの)」の合計。
⾷品製造業は、「飲料・たばこ・飼料製造業」を含まない。
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○各都道府県の全製造業における⾷品製造業の従業員数のシェア
（2016年）

従業員シェア上位5県
１.沖縄 51.9％
２.北海道 48.4％
３.⿅児島 45.1％
４.宮崎 31.6％
５.⻘森 31.5％
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新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部⾷品産業の実情（規模別構成、労働⽣産性、売上⾼経常利益率、賃⾦）

○ 飲⾷料品の製造業、卸売業、⼩売業、及び外⾷業のいずれにおいても、⼩規模企業が⼤半。 また、製造業と⾷料品
製造業、サービス業と飲⾷サービス業で⽐較すると、⾷料品関係の業種の⽅が労働⽣産性が低い。

○ ⾷品産業の発展に向けて、AI・ロボットの活⽤等による⽣産性向上、海外市場の獲得等が重要。

① 企業数の規模別構成（2016年）

④ ⾷品産業の賃⾦（2020年）③ ⾷品産業の売上⾼経常利益率
（2019年）

② ⾷品産業の労働⽣産性（2020年）

製造業 サービス業⾷料品製造業 飲⾷サービス業

①出典︓経済産業省「経済センサス－活動調査」
注１︓「企業数」とは事業・活動を⾏う法⼈（外国の会社を除く。）
及び個⼈経営の事業所の数。
注２︓⼩売業は「飲⾷料品⼩売業」、卸売業は「飲⾷料品卸売業」、
製造業は「⾷料品製造業」の数値を経済センサスから抽出。
②出典︓財務省「法⼈企業統計調査」
③出典︓経済産業省「企業活動基本調査」
④出典︓厚⽣労働省「賃⾦構造基本統計調査」
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新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部原材料価格の動向
○ 穀物等の国際相場は、2020年後半から南⽶の乾燥、中国の輸⼊需要の増加（2020年度は2004年

度の ５倍に増加）、2021年の北⽶北部の⾼温乾燥等により上昇。
○ 2022年に⼊り、ウクライナ情勢が緊迫化する中、さらに上昇。特に、⼩⻨についてはシカゴ相場で
史上最⾼値を更新するなど、穀物の国際相場は⾼い⽔準で推移している。
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新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部なたね、パーム油、コーヒーの国際価格の動向

なたね

※ なたねの国際価格についてはカナダウィニペグ菜種市場の先物価格（期近物）を、パーム油の国際価格についてはマレーシアパーム油市場の先物価格（期近物）を、コーヒーの国際価格については国際コーヒー機
関（ICO）の複合指標価格⽉次平均を⽤い、為替レートから円に換算して算出。

(千円/トン)

(千円/トン)

2022年8⽉20⽇現在
□内は2020年４⽉以
降の最⾼値。

なたね
89.6千円/トン

120.3千円/トン
（2022.5

パーム油
122.4千円/トン
199.5千円/トン

（2022.4）

コーヒー
582.3千円/トン
552.1千円/トン

（2022.6）

○ なたね、パーム油について、需要の⾯では世界的な⼈⼝増加や中国等における所得⽔準の向上による⾷⽤油需要の拡⼤、エネル
ギー向け需要の増加、ウクライナ情勢の影響などが価格に影響を及ぼしている。

○供給⾯では、なたねについて、主産地であるカナダで減産があったものの、作付・⽣育状況が良好であり、平年並みの収量が⾒込まれ
ている。パーム油については、インドネシアの輸出禁⽌措置の解除（5⽉23⽇）やマレーシアの⽣産量の増加予測が価格に影響を及
ぼしている。

○コーヒーについて、世界最⼤の⽣産国であるブラジルの天候不順や世界的な物流の混乱等供給不⾜への懸念が強まったこと、需要⾯
ではワクチン接種による経済活動の回復からコーヒー消費量が増加したことが価格に影響を及ぼしている。
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２ 新型コロナウイルス感染症の影響と対策
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新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部
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２. 経営形態（コロナ前）

１. 雇用状況（コロナ前）
正規・非正規の割合（R元年度）

（割合）

出典：総務省「労働力調査」

３. コロナの中での売上状況（暦年）
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個人企業・会社企業の割合（H26年）

４. コロナの中での売上状況（月別）

外⾷産業における影響
○ 飲⾷業は、その性質上構造的に、他業態と⽐べて短時間勤務のアルバイトに依存している割合が⼤きい。

また、個⼈経営形態が多く、経営基盤も総じて脆弱。
○ こうした中、繰り返すコロナの影響で売上が低迷し、依然、居酒屋を中⼼に厳しい状況が続いている。

2020年1-12⽉ 2021年1-12⽉

ファーストフード 96％ 102％

ファミリーレストラン 78％ 70％

ディナーレストラン 64％ 57％

居酒屋 51％ 27％

全 体 85％ 83％

（2019年同月比）（%）

８
※赤塗潰しは緊急事態宣言、黄塗潰しはまん延

防止等重点措置が発令されている期間

2020年 2021年 2022年

（割合）



新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部

○ 業務⽤仕向けの取扱いの多い豊洲市場の取引状況

⾷品流通業における影響

○ 新型コロナウイルス感染症の影響については社会的に落ち着きを取り戻しつつあるものの、夜の
会⾷等を控える傾向がまだ続いていることもあり、飲⾷店・ホテル等業務⽤仕向けの卸売業の取
扱いは回復していない。
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新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部Go To イート事業

10

【⾷事券の仕組み】
○地域の飲⾷店で使える⾷事券を都道府県

単位の事業者が域内で販売。
○消費者は１万円⽀払い１万2,500円分の

券を購⼊可（プレミアム25％） 。
（※令和２年度３次補正分はプレミアム20％）

○都道府県が、感染状況などを踏まえつつ、実
施・⼀時停⽌や感染症対策を判断。
（※予定した事業を令和４年度にも実施できるよう措置済み

（令和３年度補正））

給付⾦予算1,308億円（令和２年度１次・３次補正）

⾷
事
券
発
⾏
事
業
者

消
費
者

登
録
飲
⾷
店

②⽀払い

③⾷事の提供

④券で⽀払い

①券の販売

【現状】
○既に40以上の県で事業終了。

⑤券の回収

⑥⽀払い

○殆ど事業実施できていないのは
東京都、⼤阪府の２地域

︓事業が再開できていない地域
（令和４年９⽉）



新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部外⾷産業の事業継続緊急⽀援

＜対策のポイント＞
現在各都道府県で実施されているGo To Eat事業について、より安全・安⼼を確保した新たな仕組みの下、また、感染状況等を踏まえつつ、2022年のゴー

ルデンウィーク頃までを基本として実施期限を延⻑します。また、厳しい経営環境に置かれている外⾷事業者の資⾦調達が円滑に⾏われるよう、債務保証に
より信⽤⼒を強化する取組を⽀援します。

＜事業⽬標＞
新型コロナウイルス感染拡⼤の影響を受けた飲⾷業の需要喚起と経営改善

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞

１．需要喚起事業の延⻑等
令和３年12⽉迄としていた「Go To Eatキャンペーン」の事業期限を延⻑します。そ

の際、より安全・安⼼を確保する観点から、飲⾷店の第三者認証制度やワクチン接種
証明等を活⽤していきます※。
（※具体的な内容は、事業実施状況等に応じて、都道府県と相談していきます。）
あわせて、飲⾷店の感染防⽌策の強化とテイクアウト・デリバリー等の取組を⽀援します。

２．外⾷事業者団体の債務保証基⾦に対する⽀援
セーフティネット保証を受けられない中堅・⼤⼿事業者の経営安定に必要な運転資

⾦の調達が円滑に⾏われるよう、債務保証基⾦を積み増します。

＜事業の流れ＞

⺠間団体等国
定額

外⾷事業者

補助

Go To Eatキャンペーン
各都道府県の事務局

プレミアム付⾷事券
の発⾏

Go To Eatキャンペーン
各都道府県の参加事業者

⾷事券代⾦
の⽀払い

⾷事券の回収

⾷事券の利⽤
⺠
間
団
体
等

飲
⾷
事
業
者

消費者

国

（１の事業）

（２の事業）

事業実施主体︓（⼀社）⽇本フードサービス協会

債務保証基⾦

事業実施団体負担の拠出

基⾦積増し 国

外⾷事業者 銀⾏等融資機関貸 付

保証の通知
保証対象借⼊額の上限 ２億円
保証は借⼊⾦額の８割以内
（限度額 １事業者1.6億円）

保
証

申
込

11



新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部

＜対策のポイント＞
ポストコロナ下での我が国経済の再⽣と社会情勢や需要の変化を⾒据え、卸売市場や⾷品卸団体等が取り組む⽣鮮⾷料品等の安定供給

機能を確保するサプライチェーンの改善・強化等を⽀援します。

＜事業⽬標＞
新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響を受けにくい卸売市場・⾷品卸関係事業者等の⾮接触型等の業務の構築・推進、販路の多様化・拡⼤

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１．⾮接触型等運営事業

卸売市場、⾷品卸団体等が感染リスクを考慮し、⽣鮮⾷料品等の安定
供給を継続的に⾏うための⾮接触型等の効率的、省⼒的な業務運営
（RPA、EDI、キャッシュレス化の推進等）の導⼊を⽀援します。

２．アフターコロナ需要獲得事業
卸売市場、⾷品卸団体等が⾷品インターネット販売や巣ごもり需要の増

加等消費者ニーズの変化に対応した需要を獲得するための新商品・サービ
スの開発や、販売先の多様化・拡⼤等の市場流通の活性化の取組を⽀援
します。

１．⾮接触型等運営事業

２．アフターコロナ需要獲得事業

＜事業の流れ＞

国
⾷品卸団体

1/2以内 卸売市場関係団体
⺠間団体等

定額

共同配送
システム

ＲＰＡ

・受発注、インボイス発⾏のシステム化、HACCP
に対応した記録管理の⾃動化等の推進

・共同配送、⾃動検品システム
等の導⼊

・感染症拡⼤防⽌に資する機器等の導⼊

・経営相談、コンサルタント等による業務改善提案の実施 等

・新商品・サービスの開発、販促活動の実施、
加⼯機器・冷蔵庫等の導⼊

・経営相談、コンサルタント等による業務改善提案の実施 等

・インターネット販売の推進（開設、⾷材宅配、ミールキットの開発、
配送のシステム化） 等

※ RPA（Robotic Process Automation）・・・⼈間がコンピュータ上で
⾏っている定型作業を⾃動化すること。

※ EDI（Electronic Data Interchange）・・・受発注・出荷・請求・⽀
払などの各種取引データを通信回線を通じて、企業間でやり取りする取組。

ポストコロナを⾒据えたサプライチェーンの緊急強化対策事業

12



新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部新型コロナウイルス感染症の影響に対する主な⽀援策

13

⽀援分野 ⽀援の内容等

新分野展開や業態転換で
事業を⽴て直したい

【事業再構築補助⾦】
新分野展開や業態転換等の事業再構築に取り組む場合、通常、
補助上限額︓最⼤8,000万円※
補助率︓最⼤2/3※で⽀援
（※従業員数等により異なる）
特に、引き続き業況が厳しい事業者等を対象に回復・再⽣応援枠とし

て、補助率を最⼤3/4に引き上げ（上限1,500万円）
グリーン分野の取組を⾏う事業者を対象に、グリーン成⻑枠として最⼤

1.5億円まで補助

雇⽤を維持したい

【雇⽤調整助成⾦】
⼀定の要件を満たす場合、休業⼿当等の最⼤10/10を助成（⽇額最

⼤15,000円）
※雇⽤保険、労災保険暫定任意適⽤事業所によって未加⼊が認めら
れている事業所の場合、厚⽣労働省への申請に先⽴ち、農政局等が発
⾏する「農業等個⼈事業所に係る証明書」が必要。



３ 原材料価格⾼騰等への対応
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新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部⾷品の円滑な価格転嫁に向けた取組
○ 原材料や原油等の価格が⾼騰する中、コスト上昇分を適切に価格転嫁していくことが課題となっており、

政府全体で「転嫁円滑化施策パッケージ」に基づく各般の取組を実施している。
○ 農林⽔産省としても、適正取引推進ガイドラインの策定・普及や、⾷品事業者への協⼒要請（⾷品等

流通法に基づく⼤⾂通知の発出）、消費者の意識醸成のための取組（R4予備費）を実施。

原材料価格等の上昇時の取引価格改定
＜問題となり得る事例＞

× ⼤幅な原材料価格⾼騰に当たり、資料を基に値上げ要請をしたが、
販売価格を⼀⽅的に据え置かれた。

＜望ましい取引実例＞
〇 原材料価格の⼤幅な変動に当たり、製品の原材料⽐率などの根拠
を⽰して交渉した結果、価格転嫁が認められた。

こんなにコストが上がって
いるのに・・・。
作れば作るほど、⾚字・・。

※ 加えて、あらかじめ算定の⼿法等についても合意しておくことが望ましい。

パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策
パッケージ（令和3年12⽉27⽇閣議了解）（抜粋）

独占禁⽌法上の「優越的地位の濫⽤」に関する緊急調査
コスト上昇分の転嫁拒否が疑われる事案が発⽣していると⾒込まれる

22業種（うち当省関係は⾷料品製造業、飲⾷料品卸売業、飲⾷料
品⼩売業の3業種）に対して、公正取引委員会が緊急調査を実施中

独占禁⽌法や下請法で「問題となり得る事例」とともに、「望ましい取
引事例」を13項⽬にわたりわかりやすく掲載

⾷品等の取引の状況その他⾷品等の流通に関する調査の
結果に基づく協⼒要請について（令和4年4⽉28⽇付通
知）

⾷品等流通法に基づく⾷品等流通調査の結果を踏まえ、⾷料品製
造業、飲⾷料品卸売業、飲⾷料品⼩売業等の関係団体・事業者に
対して、コスト上昇の取引価格への適正な反映について農林⽔産⼤
⾂名で協⼒を要請

輸⼊⼩⻨等⾷品原材料価格⾼騰緊急対策事業うち
消費者意識醸成対策（令和4年度予備費）

〔事業⽬的〕
⾷品の⽣産コストの上昇等について、円滑な価格転嫁に向けて、消

費者等に対する様々な媒体等を⽤いた周知広報を展開し、価格転
嫁を進めている⾷品事業者を後押し

〔事業内容〕
（１）デジタル媒体を活⽤した消費者の理解醸成
（２）⼩売店頭による情報発信を通じた消費者の理解醸成 等

⾷品製造業者・⼩売業者間における適正取引推進ガイドラ
インの策定（令和3年12⽉27⽇）

15



新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部原材料価格⾼騰対策

○ ウクライナ情勢等に関連して価格が⾼騰している輸⼊⾷品原材料を使⽤している⾷品製造業者等に対
し、国産⼩⻨・⽶粉等への原材料の切替、価格転嫁に⾒合う付加価値の⾼い商品への転換や⽣産⽅法
の⾼度化による原材料コストの抑制等の取組を令和4年度予備費により、緊急的に⽀援。

○ 輸⼊⼩⻨等⾷品原材料価格⾼騰緊急対策事業 【令和４年度⼀般予備費 10,013百万円】

ウクライナ情勢等に関連して価格が⾼騰している⾷品原材料に
ついて、⾷品製造業者等の以下の取組を臨時的に⽀援します。

１．原材料を切り替えた新商品等の⽣産・販売（価格転嫁
に⾒合う付加価値の⾼い新商品の開発を含む）

（例）● 輸⼊⼩⻨から⽶粉・国産⼩⻨への切替
    （「もっちり感」のある⽶粉パンの開発）

  ● 輸⼊⼤⾖から国産⼤⾖への切替
     （地域⾊ある国産⼤⾖を使⽤しPR）

２．原材料の使⽤コストを削減した新商品等の⽣産・販売、
新たな⽣産⽅法の導⼊

（例）● 原料混合⽐率の変更（そば等）
● ノンフライ製法への転換
● 揚げ油の劣化防⽌装置の導⼊

⽶粉・国産⼩⻨
を使⽤

新商品のための
製造ラインの変更・増設

ॡ
⑁
य़
␗

ঃ
থ

もっちり感

輸⼊⼩⻨
を使⽤

＜事業イメージ＞

【⽀援対象経費】
・原材料切替のために必要な調査
・新商品等の開発
・原材料切替に伴う機械・設備の導⼊
・製造ラインの変更・増設
・⾷品表⽰の変更に伴う包材・資材の更新
・新商品（⾼付加価値化を含む）PR費
・新商品（主⾷⽤）の販売促進期間における原材料費

16



新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部

概要図

（印字ミス、外箱の変形等）
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団
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数

国内のフードバンク団体数

資料：公益財団法⼈流通経済研究所「国内フードバンクの活動実態把握調査」
（平成31年度調査）等

フードバンク活動の推進

17

フードバンクに対する⽀援

〇 R3当初 ⾷品ロス削減総合対策事業のうちフードバンク活動
の推進

1,894百万円の内数 19百万円分 1／2補助（研修会等開催費は定額）
設⽴３年未満のフードバンク等に対して、研修会開催費、運搬⾞両、倉
庫等の賃借料を⽀援

〇 R2予備費 ⾷品受⼊能⼒向上緊急⽀援事業
395百万円 定額
⾷品の受⼊・提供を拡⼤する団体に対して、運搬⽤⾞両､倉庫等の賃借料
を⽀援

〇 R3補正 フードバンク⽀援緊急対策事業
194百万円 定額
⾷品の受⼊・提供を拡⼤する団体に対して、運搬⽤⾞両､倉庫等の賃借料、輸配
送に係る活動費（⼈件費）等を⽀援

〇 R4当初 ⾷品ロス削減総合対策事業のうちフードバンク活動
⽀援

90百万円 1／2補助（研修会等開催費は定額）
Ｒ３当初の⽀援に加え、広域連携等先進的な取組に対し、運搬⽤⾞両、
倉庫等の賃借料、輸配送費その他取組に必要な活動費（⼈件費等）を⽀援

〇 R4予備費 フードバンク活動強化緊急対策事業
123百万円（委託により実施。フードバンクは負担なし。）
⾷品取扱量拡⼤等に必要なノウハウ獲得のための専⾨家派遣（全国団体
の⼈件費）等を⽀援

○ ⽣産、流通、消費などの過程で発⽣する未利⽤⾷品を⾷品企業や農家などからの寄付を受けて、必要としている⼈や施
設等に提供する取組。

○ もともと⽶国で始まり、既に約50年の歴史があるが、我が国では、ようやく広がり始めたところ。
（⽇本では北海道から沖縄まで178団体が活動）

○ 新型コロナウイルス感染症に物価⾼騰の影響も加わり、⽣活困窮者へ⾷品を届きやすくすることが課題となっており、こども
⾷堂等へ⾷品の提供を⾏っているフードバンクの役割の重要性が⾼まっている。



４ ⾷品産業の⽣産性向上・合理化
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ＡＩ、ロボット活⽤等による⽣産性向上の取組

○ ⾷料品製造業は、⼀般的に労働集約型産業であり、労働⼒の確保が課題となっている中で、機械化等
による⽣産性向上が重要。

○ ＡＩ、ロボット等については、⾷品業界の⼤宗を占める中⼩企業への技術展開にあたり、①⼤企業が有
する既存技術の導⼊コストの低減や⼩型化などのカスタマイズ、②原材料の選別・加⼯や惣菜盛付など⾃
動化困難で⼿間のかかる⼯程への拡⼤、③⼈とロボットが安全に協働できるよう、現場の環境等に応じた
安全確保が課題。

挟みこみ防⽌構造柔らかい表⾯素材

協働ロボットの導⼊には安全確保が重要

⼩⾻取り

＜⾃動化が困難な⼯程の例＞

惣菜盛付 19



新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部スマート⾷品産業を実現するための体系的⽀援のイメージ

ニーズ把握 研究開発 実証・改良 普及(設備投資⽀援)

農⽔省とNEDO(TSC)※連携

⼩⾻取り
弁当惣菜盛付

経産省・NEDO
「ロボット実装モデル構築
推進タスクフォース」⽴ち上げ

(R元年11⽉12⽇)

「スマート⾷品産業実証事業」
(1.5億円、R3補正)

経産省
「ものづくり・商業・サービス⽣産性
向上促進事業(ものづくり補助⾦)」
(2001億円の内数、R3補正)

⼈とロボットが協働するための安全確
保ガイドラインの作成

農⽔省
「スマート⾷品産業安全確保
推進事業」(0.4億円、R4)

配膳ロボット

経産省
「⾰新的ロボット研究開発等基盤
構築事業」(9.5億円の内数、R4) ＜実装済みの事例＞

農⽔省
「加⼯⾷品の国際競争⼒強化
に向けた⾷品製造イノベーション
推進事業」(2.5億円、R2補正)

⾃動化ニーズの⾼い⼯程の例
・⿂の⼩⾻除去
・弁当惣菜の盛付
・ホタテひも除去 等

＜先端技術開発の現状＞ ＜実装されつつある技術事例＞
【ロボット(ハンド)技術】
現状では万能なロボット開発は困難であり、
各業種、各⼯程に応じたロボットハンド開
発が必要（ロボットの対応範囲拡⼤）

左記で開発されたロボットを
実際の⾷品製造現場にて実証、
カスタマイズ

惣菜盛付ロボットの開発
・不定形・柔軟状・粘着質な惣菜
（ポテトサラダ等）の盛付ロボット

挟みこみ防⽌構造柔らかい表⾯素材

AIによるたらこの検品

※NEDO︓新エネルギー・産業技術開発機構
TSC ︓技術戦略研究センター

各業種のボトルネックとなる⼯程を整理

20

○ ⾷品産業の⽣産性向上を⽬的としたスマート化を推進するために、経産省等と連携し、業界ニーズを把
握の上、研究開発から普及までを⽀援するとともに、⼈とロボットの協働のための安全確保ガイドラインを作
成する。



新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部⾷品流通の合理化等の取組

③ デジタル化・データ連携による業務の効率化
○ブロックチェーン技術等を活⽤し、輸出産地から海外実需者までの関係者がアクセス可能な
輸出⼿続プラットフォームを構築

○物流の⼿配、トレーサビリティ、通関⼿続のデジタル化、証明書の電⼦化、決済の電⼦化、
各種情報の同時共有・活⽤を実現

輸出産地Ａ
海外実需者Ｉ

海外実需者Ｊ

プラットフォーム

物流業者Ｄ

空港業者Ｅ

港湾業者Ｆ

輸出産地Ｂ

物流業者Ｃ

通関業者Ｇ

通関業者Ｈ

保険会社
⾦融機関

② パレット等の標準化によるサプライチェーン全体の最適化

２ ポストコロナを⾒据えたサプライチェーンの強化

○ 物流事業者と着荷主の間などで商品データが標準化された仕様で共
有されていないことから納品時の賞味期限確認等の検品において⾮効率

検品・荷卸し作業の効率化

○ 様々なパレットサイズにより、積替え作業の発⽣や積載効率が低下
するなど⾮効率

パレットの標準化

荷役作業の効率化、トラックへの積載効率の向上

様々なサイズ

○ 様々な商品サイズ・形状により、パレット等への積載効率が低
下するなど⾮効率

標準化されたサイズ

荷役作業の効率化、積載効率、保管効率の向上

外装の標準化

受け渡しデータの標準化

積み替え作業の発⽣

様々なパレットサイズ

記載項⽬等を標準伝票に統⼀
検品・事務作業の効率化

様々な種類
の伝票

統⼀伝票

○ 荷主等の事業者ごとに伝票がバラバラであり、記載項⽬も異なるため、
荷積み、荷卸し時において⾮効率

伝票の標準化

伝票種類、記載項⽬がバラバラ

出荷基地 納品基地

データ連携なし

出荷基地 納品基地

データの連携

納品データ事前連絡

標準化されたパレットサイズ

⼀貫パレチゼーションの実現

出荷基地 納品基地

① シンプルで機能的な卸売市場の物流機能の強化

ドックシェルター

効率的な荷積み

⾮常⽤電源

防災機能の強化

天候に左右されない
効率・衛⽣的な荷下ろし環境

〇⼀⽅通⾏の場内動線
〇３⾞線通路でスムーズ荷下ろし
〇10トン⾞６台が同時荷下ろし

10トン⾞3台が並⾛可能な中央通路

需要の変化に対応する貯蔵保管
機能、温度管理下での荷捌き

〇多温度帯による鮮度保持
〇量販・加⼯需要に対応する保管能⼒

⼤⼩の定温施設 効率で安全な動線の
常温施設

ブロッコリーの
製氷貯蔵

買受⼈、実需者の
利便性の向上

〇簡易加⼯、⼩分け、冷蔵庫

閉鎖型でフリーレイアウトな卸売場

ウォールカーテン

多段移動台⾞ 棚上搬送ロボット

効率的な施設配置

【場内作業の⾃動化】

⼀⽅通⾏の場内動線

ビフォーコロナ

卸売業者A
セレモニーホール

花屋

ホテル

共同輸送

卸売業者A

ポストコロナ
セレモニーホール

花屋

ホテル

ドラッグストア

卸売業者B ホームセンター

コロナで打撃を受けた流通事業者等が共同輸送等に取組むことにより販路の拡⼤を実現

○ポストコロナ下での我が国経済の再⽣と社会情勢や需要の変化を⾒据え、
卸売市場や⾷品卸団体等が取り組む⽣鮮⾷料品等の安定供給機能を確
保するサプライチェーンの改善・強化等を⽀援

○トラックドライバー不⾜など物流危機（2024年問題）にも対応して⾷料の安定供給を実現するためには、サプライチェーン全体での流通の合理化が急務
○そのため、⽣鮮⾷品等の流通の基幹的なインフラである卸売市場の機能強化をはじめ、共同化・⾃動化・データ化等の前提となる物流標準化やデジタル化・データ
連携等により、効率的なサプライチェーンを構築

１ サプライチェーン全体での流通合理化
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５ 加⼯⾷品の輸出促進
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新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部

（加⼯⾷品の強み）
○ 加⼯⾷品は、⽣鮮⾷品に⽐べて⾷品安全や検疫上のハードルが下がるため、輸出を禁⽌されるケースが少ない。
○ 賞味期限が⻑い上、季節変動が少なく、周年輸出が容易。
○ ⽇本の⾼度な技術により、輸出先国の嗜好、⽣活スタイルに合わせて付加価値を付けることが可能。輸出の有望な分野。
（加⼯⾷品の課題）
○ 輸出先国の⾷品安全・添加物・表⽰・容器・包材等の規制・基準について、国・品⽬・製品ごとの対応が必要。
○ 加⼯⾷品の輸出に当たっては、輸出先国の複数の規制対応が必要であり、多くの場合、国内向けと別の製造ライン施設が必要。

施設認定・登録
○ ⾷⾁や⽔産物を主な原料とする加⼯⾷品につい

ては、施設基準や衛⽣基準（HACCP）を満たし
た施設の認定が必要であり、施設改修も伴う。

○ 中国は⾷⾁や⽔産物以外の⾷品についても、新
たに施設の登録を要求

混合⾷品
○ ＥＵは、動物由来の原料（乳、卵、⽔産物な

ど）が微量でも含まれる場合、その原料がＥＵ基
準を満たしていることの証明を要求。

⾷品添加物
〇 海外で認められていない添加物等が認められるまで

には相当な時間がかかるため、輸出向けの別の製造
ラインで対応。

表⽰
○ 栄養成分等の表⽰の直接印字を求めるインドのよう

な国の場合、輸出向けパッケージが必要。

空気を経由した汚染の防⽌
設備（パーティション）の導
⼊

容器・包材
○ リサイクル容器が認められている国（⽶国など）と制

限されている国（中国、タイ、台湾など）があり、国
別に対応。

ハラール、コーシャ
○ 原材料、加⼯⽅法、包装、貯蔵、物流、陳列等

サプライチェーンを通じた対応が必要。

温度管理を要する装置・設
備の導⼊

加⼯⾷品の輸出に関する課題
○ 加⼯⾷品の輸出は輸出額全体に占める割合が⼤きく、農林⽔産物・⾷品の輸出⽬標５兆円のうち、
２兆円は加⼯⾷品分野。⽬標達成には、加⼯⾷品の輸出拡⼤が極めて重要。

（2021年 農林⽔産物・⾷品輸出額11,626億円のうち、加⼯⾷品は4,595億円（39.5%））
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新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部改正ＪＡＳ法の概要

①有機ＪＡＳへの酒類の追加 ②登録認証機関間の情報共有ルールの整備

○ ⽶国・EU等では、有機⾷品の⼈気が⾼く、有機⾷品
は⾼値で販売され、その市場が拡⼤している。

○ 農産物及び農産物加⼯品については、⽶国、カナダ、
EU等と有機JAS認証に関して同等性を締結しており、
⽇本で有機JAS認証を取得していれば、輸出先の有機
認証を別途取得しなくても、有機として輸出が可能。

○ ⼀⽅、酒類については、JAS法の対象から除かれており、
農産物及び農産物加⼯品とは異なり、諸外国との有機
同等性の対象外となっている。

○ 外国政府との同等性を活⽤して輸出する場合、外国
政府に予め認められた登録認証機関からの認証が必要
であり、新たに輸出する事業者は、従来から認証を受けて
きた登録認証機関とは別に、認証のための審査の受け直
しが求められることがある。

○ 他⽅、事業者は、審査、認証に係る負担のため、毎年、
同じ登録認証機関から継続的に認証を受けている実態。

現状と課題 現状と課題

○ JAS規格の対象に有機酒類を追加
（JAS規格改正により令和４年10⽉１⽇(※)から有機

酒類の認証が可能に）
※添加物を使⽤する有機酒類の認証は、令和４年度内から可能と

なる予定。

➡有機酒類の認証に関する同等性を海外の主要
市場国の政府と締結し、有機酒類の輸出を拡⼤

対応策 ○ 登録認証機関が、他の登録認証機関に過去
の認証審査の記録等を請求し、情報共有を受
けることを可能とする。

➡事業者は、外国政府に既に認められている登録認証機
関から迅速に認証を受けることが可能となる。
➡事業者は、他の登録認証機関への移動が容易となり、
登録認証機関間の競争が促され、有機JASなどJAS認
証の拡⼤につながる。

対応策

24

○ ⽇本産農林⽔産物・⾷品の輸出を促進するため、第208回通常国会において輸出促進法と共にＪＡ
Ｓ法を改正。（令和４年10⽉１⽇施⾏）



６ フードテックビジネスの推進
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新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部フードテックをめぐる世界の状況
○ 世界的な⼈⼝増加等による⾷料需要の増⼤や、SDGsへの関⼼の⾼まりを背景に、⾷品産業において

も、環境負荷の低減など、様々な社会課題の解決の加速が求められている。また、健康志向や環境志向
など、消費者の価値観が多様化している。

○ こうした多様な⾷の需要に対応し、社会課題の解決を加速するための、フードテックを活⽤した新たなビジ
ネスの創出への関⼼が⾼まっている。

○ これを踏まえ、EUでは「Farm to Fork」戦略を発表し、代替タンパク質等を重要な研究開発分野と位
置付けるとともに、FAOにおいても、昆⾍が飼料や⾷糧問題に対する有望な⾷材であるとする報告書
「Edible Insects」を発表。

世界の⾷料需要⾒通し（2050年）

 世界の⾷料需要量は、2050年には2010年
⽐1.7倍（58億トン）になる⾒通し。

 畜産物（1.8倍）と穀物（1.7倍）は増加率
が⼤きくなっている。

１．穀物は、⼩⻨、⽶、とうもろこし、⼤⻨及びソルガムの合計である。油糧種⼦は、⼤⾖、菜種、パーム及びひまわりの合計
である。砂糖作物はサトウキビ及びテンサイの合計である。畜産物は⽜⾁、豚⾁、鶏⾁及び乳製品の合計である（以下
の各図において同じ） 。

２．基準年次の2010年値は、毎年の気象変化等によるデータの変動影響を避けるため、2009年から2011年の3カ年平
均値としている（以下の各図において同じ） 。

３．2015年値は、USDAのPSDにおける2014年から2016年の3カ年平均の実績値を基に算出した参考値である（以下
の各図において同じ） 。

出典︓2050年における世界の⾷料需給⾒通し（農林⽔産省）

 2050年の温室効果ガス排出ゼロの実現に向
け、欧州委員会が「公平で、健康的な、環
境に優しい⾷料システム」を⽬指す戦略と
して発表（2020年５⽉）

 植物、藻類、昆⾍等の代替タンパク質・代
替⾁分野を重要な研究開発分野と位置付け、
グリーン化・デジタル化への移⾏の推進を
提唱

 昆⾍の⾷料・飼料としての利活⽤について、
FAO（国連⾷糧農業機関）が報告書
「Edible Insects」を発表（2013年）

 この中で、「2050年に90億⼈を養わなけ
ればならない中で、昆⾍が飼料や⾷糧問題
に対する有望な⾷材である」と報告

Farm to Fork 戦略（欧州委員会） 「Edible Insects」（ FAO ）
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新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部⽇本発のフードテック
○ 世界的な⾷料需要の増⼤やSDGｓへの関⼼の⾼まりを背景に、⽇本においても、⼤⾖等の植物性タン

パク質を⽤いた代替⾁の開発・販売や、昆⾍を活⽤した飼料の国産化など、新たなビジネスが進められてい
る。

TechMagic株式会社

・ ⾃動で⾷材を⽤意して調理、盛り付け、洗浄まで⾏う
AIロボを開発した。

・外⾷産業では⼈件費がコストの３割を占めるなか、⼈
⼿不⾜が飲⾷店の経営をさらに圧迫。ロボットで飲⾷
店の経営改善を⽬指している。

株式会社ムスカ

昆⾍テクノロジーで飼料の国産化に貢献

特許技術による発芽プロセス 発芽⼤⾖素材を⽤いたタコス

パスタ調理ロボット

AI調理ロボットで⼈⼿不⾜を改善

・柔らかい⾷材をきれいに積み上げていく３Dフードプリ
ンターを開発した。

・⾼齢者個⼈の体調などに応じた味や⾷感の⾷事を⾃
宅で簡単に⽤意できるよう、実⽤化を⽬指している。

３Dフードプリンターを⽤いた介護⾷
⼭形⼤学

実と⽪を別々のノズルから抽出し、カボチャを造形

⼤⾖を⽤いた代替⾁で増⼤するタンパク質需要へ対応

株式会社ウェルナス

DAIZ株式会社 株式会社ムスカ

AI⾷によるPDCAサイクル ⾎圧改善AI⾷事例

・個々⼈の⾷と体のデータをAIが解析し、健康や美容など
の⽬的ごとに個⼈に最適化した栄養が摂れる⾷事の献
⽴（AI⾷）を設計する技術を開発した。

・アプリ上でAI⾷を提案するサービスの提供を⽬指している。

「AI⾷」で健康的な⾷を実現

・⼤⾖の発芽技術を活⽤することで、⾵味や⾷感を⾷⾁に近づけた代替⾁を開発し
た。

・世界で増⼤するタンパク質需要に対応を⽬指している。

・イエバエの卵と家畜糞尿を混ぜることによって、1週間で家畜糞尿をイエバエが分解
し、肥料と飼料を⽣成する技術を開発した。

・輸⼊に頼る飼料の国産化への貢献を⽬指している。
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新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部フードテック官⺠協議会
○ 令和2年10⽉に⽴ち上げたフードテック官⺠協議会では、⾷品企業、ベンチャー企業、研究機関、関係

省庁等に所属する約1,000⼈（令和4年7⽉現在）が参加し、協調領域の課題解決と新市場の開拓に
向けた、具体的な議論や活動を実施。

官⺠
協議会
⽴上げ

研究会
中間

取りまとめ
研究会
⽴上げ

令和2年4〜7⽉ 令和2年10⽉

多様なタンパク質
供給の在り⽅中⼼

フードテック
全般

官⺠協議会の取組

作業部会
（WT: Working Team）

コミュニティ活動
（CC: Community Circle）

• 協調領域の課題解決に向けて
明確なアウトプット、
活動期間を定め、
専⾨的な議論を⾏う

• 協議会参加者のリソースを活⽤し、
フードテックに関する
機運を盛り上げていく
継続的な活動を⾏う

※参加者からの提案により設置

※参加者からの提案により設置

総 会 • 規約の変更その他協議会の
運営に係る重要事項の決議

提案・報告会 • WT･CC⽴ち上げの提案、
活動報告、成果の共有
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新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部作業部会のテーマ
○ 作業部会は、協調領域での課題特定・対応⽅針の策定や、当該分野に関する調査や報告書の作成な

ど、専⾨的な議論を⾏う場として設置。

■⺠間企業等から提案のあったテーマ（令和4年7⽉時点）

SPACE FOOD

細胞農業昆⾍ビジネス研究開発

⾷の⾼いQOL実現に向け、検
討体制を構築し、実現のため
の技術課題を特定、その解決
策について検討を⾏う。

国際的に競争⼒の⾼い有⼈宇宙
滞在技術の実現と⽇本の⾷産業
の競争⼒強化を⽬的として、宇
宙⾷に係るフードテックの研究
開発⽬標やロードマップ等につ
いて検討を⾏う。

研究開発が進む細胞農業(培養
⾁)の産業化に向け、 ①安全性、
表⽰の在り⽅、②消費者との
コミュニケーション、③既存
産業との共存の仕組みと役割
分担の明確化等について検討
を⾏う。

動物飼料⽤、⾷料⽤の昆⾍の
市場を形成していくための⽣
産⽅法や、研究、安全性の評
価、⽤途開発等の課題を特定
し、解決に向けた検討、実証
を⾏う。

ゲノム編集等による今後のビ
ジネス市場を形成していくた
めの事業化プロセス、技術的
な課題を特定し、その解決に
向けた検討を⾏う。

Plant Based Food
普及推進

健康だけでなく、気候変動、
それらと連鎖する⾷をめぐる
課題を⾃分ごと化し⽇々の⽣
活でサステナブルな選択がで
きるよう、プラントベース
フードの意義や⾏動変容を促
す⽅策等の検討を⾏う。

スマート育種産業化 ヘルス・フードテック

サーキュラーフード推進

捨てられるはずだった⾷品を
新たな⾷料として循環させる
「サーキュラーフード」の推
進を通じ、持続可能な社会の
実現に向けた検討を⾏う。

多世代が集いやすいスマート
キッチンや、買い物における
⾏動変容をスコア化するサー
ビスなど、デジタル技術等を
活⽤し⾷を通じたコミュニ
ケーションを促進するための
検討を⾏う。

⾷⽣活イノベーション
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新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部

○ 「農業法⼈に対する投資の円滑化に関する特別措置法」の⼀部改正法が第２０４回通常国会において成⽴
（令和３年４⽉２８⽇に公布）。

○ 今般の改正により、法が定める投資の対象について、これまでの農業法⼈に加え、
① 農林⽔産物・⾷品の輸出や製造・加⼯、流通、⼩売、外⾷等の⾷品産業の事業者
② 林業・漁業を営む法⼈
③ スマート農林⽔産業を⽀える技術開発等の農林漁業者⼜は⾷品産業の事業者の取組を⽀援する

事業活動を⾏う法⼈
等が追加された。（併せて、ＬＰＳが⾏う外国法⼈に対する投資に関する特例も措置。）

○ 本法は、⺠間主導による投資活動を国が⽀援する枠組みであり、投資主体（株式会社⼜はＬＰＳ）は、
投資事業計画を作成して農林⽔産⼤⾂の承認を受けることで制度への参加が可能。

投資事業
有限責任組合
（ＬＰＳ）

⺠間⾦融機関等

（投資主体） （投資対象）

国

（改正後）投資円滑化法の投資対象に以下を追加
・輸出を⾏う⾷品事業者
・林業・漁業の⽣産法⼈
・スマート農林⽔産業等のベンチャー
・外⾷・流通事業者 など

投資
（改正前）農業法⼈に限定

+

⽇本政策
⾦融公庫

出資出資

出資

投資主体の⼤⾂承認

株式会社

投資

<制度の仕組み>

ＬＰＳが⾏う外国法⼈に対する投資（50％規制）に関する特例措置

改正投資円滑化法の仕組み
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７ ESG投資
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新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部

〇 ＥＳＧ投資に係る資⾦を⾷品企業に円滑に呼び込み、今後の⾷品産業の持続的な発展を図るためには、ＥＳＧに対
する正確な理解のもと、企業の取組を進めていくとともに、その取組内容を効果的に開⽰し、第三者機関等の適切な評価を
確保していくことが重要。

〇 新事業・⾷品産業部においては、ＥＳＧの取組に係る知⾒を共有化するための勉強会を開催し、ESGの取組に係る知
⾒の共有等を図るとともに、取組に当たって必要となる基礎情報等を分析・整理した、「ＥＳＧ投資に係る⾷品企業等への
影響調査報告書」を取りまとめ・公表。

Ⅰ ⾷品企業等におけるＥＳＧへの理解の促進

Ⅱ ⾷品企業等におけるＥＳＧへの取組の推進

Ⅲ ⾷品企業等におけるＥＳＧへの取組内容に係る効果
的な情報開⽰の促進

Ⅴ ⾦融機関等のＥＳＧに係る投融資の⾷品企業等へ
資⾦供給の円滑化

〇 ⾷品産業へのＥＳＧ投資資⾦の呼込み

Ⅳ 第三者評価機関等による⾷品企業等のＥＳＧへの取
組内容に対する適切な評価実施の確保

〇 ＥＳＧに係る⾷品関連企業勉強会

◇ 開催趣旨
各⾷品企業におけるＥＳＧへの優れた取組について、企業

間での情報共有を図ることを⽬的とした勉強会を開催。

◇ 開催状況
第1回︓令和３年11⽉16⽇

「⾷品ロス抑制及び⾷品リサイクルに関する取組」
第2回︓令和３年11⽉26⽇

「持続可能な原料調達に関する取組」
第3回︓令和４年１⽉27⽇

「脱プラスチック及び容器包装リサイクルに関する取組」
第4回︓令和４年３⽉４⽇（予定）

「脱炭素に関する取組」
第5回︓令和４年３⽉中下旬（予定）

「ESG全般・⼈権問題の動向等（未定）」

※ＥＳＧ︓Environment-環境、Society-社会、Governance-企業統治
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新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部（参考１）国内企業の取組事例︓⾷品ロス抑制及び⾷品廃棄物リサイクル（抜粋）

項目 各企業の取組

１ 目標の設定・公表  2030年度までに⾷品廃棄物の排出量を2016年度⽐50％削減。

食
品
ロ
ス
を
出
さ
な
い

２ 商習慣の見直し
（１）１／３ルール等

 納品期限「１／３ルール」の⾒直し。

（２）年月日表示  賞味期限表⽰を年⽉⽇から年⽉に変更。

３ 製造・販売方法の改善
（１）賞味期限の長期化

（商品開発・製造⽅法）
 無菌製造機を導⼊し、⼜は徹底した衛⽣品質管理により、商品（⾖腐、⾁製品）の賞味期限を⼤幅に延⻑。

（保存⽅法・容器）
 容器の充填⽅法、遮光性の向上により賞味期限を延⻑。

（２）効率化による廃棄減  加⼯に供する素材の形状を変更し、端材の発⽣を抑えることで、⾷品ロスを回避。

（３）効率的な不良品検出  X線や⾦属探知機等の新技術の活⽤により正確な不良品検出を実現。

（４）閉店前の値引き  販売期限が近付いた対象商品の購⼊者にポイント付与。

（５）規格外品等の販売  品質に問題がないが形が規格外である製品を「不ぞろい品」としてアウトレット販売。

４ 正確な需給予測
（１）取引先との緊密な相談  得意先、社内の営業、配送センター間でのコミュニケーションを密にし、発⽣ケースごとに対策を明確にし、⾷品ロスを削減。

（２）AI等による予測手法  AIを活⽤した需給予測、発注最適化により、在庫ロスを削減。
（３）注文、製造方法、取引手法
の変更

 過去の販売実績、店頭販促状況などを参考に、商品需給の精度向上、⽣産管理システムを更新し、不良在庫を削減。

５ 消費者へのアピール  ⼩中学⽣から⼤⼈までを対象に「⾷品ロス削減」を訴求した⾷育活動、各店舗において「てまえどり」の販促物を展開。
食
品
ロ
ス
を
活
か
す

６ フードバンク等への提供
（１）フードバンク、子供食堂

 賞味期限は残っているが販売期限が過ぎている商品について、児童養護施設、⽣活困窮家庭等に配布。

（２）公共冷蔵庫、マッチングアプリ
活用

 ⽣活困窮家庭に24時間⾷料を提供する「公共冷蔵庫」に継続的に寄贈する仕組を構築。

７ リサイクル業者へ委託
（１）飼料化・肥料化（ループ構築）

 製造過程で発⽣する⾷品廃棄物についてリサイクル業者に委託し、飼料化、たい肥化を実施。⼩売業者と連携したリサイクルループを構築。

（２）エネルギー利用等  店舗内で発⽣した惣菜調理⽤等の揚げ油等の廃油を、リサイクル業者に提供。

８ 自らリサイクル処理  バイオ発酵する機械を導⼊し、⼯場で発⽣する⾷品廃棄物を⼯場内でメタン化。

そ
の
他

９ 意識啓発  年１回「３R推進会議」を開催し、各事業所の発⽣状況、取組の好事例等の共有化を実施。

10 国内外のイニシアチブへの参画  10×20×30⾷品廃棄物削減イニシアチブに参画。
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新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部（参考２）国内企業の取組事例︓持続可能な原料調達（抜粋）

34

項目 各企業の取組

１ 目標の設定・公表  2030年度までに紙・パーム油・⼤⾖・コーヒー⾖・⽜⾁で持続可能な調達⽐率100％。

２ 社内体制の整備・意識啓発
（１）調達基準の策定等

 「持続可能な調達ガイドライン」、「⼈権⽅針」の策定。

（２）重要原材料の特定
 社内関連部⾨と社外有識者で分析を⾏い、持続可能な調達に向けて、重点的に取り組む重要原材料を特定（原料への依存度、代替可否、地球環境

の持続性への関わりの⼤きさ等を総合的に判断）。

第
三
者
認
証
を
活
用

３ 認証原材料等の調達
・認証制度のある品目

- パーム油、カカオ豆、水産物、
紙

- 農産物（GAP）、大豆（米国）

 パーム油について、RSPOの認証商品を調達。
 ⽔産物について、MSC認証、ASC認証を取得した商品の取扱いを拡⼤。
 畜産物について、SQF認証取得と、認証品の取得を拡⼤。

自
社
で
調
達
先
に
働
き
か
け

４ 自ら調達先の状況を確認・調査
（１）直接的な購入先（加工業者）、
一次生産の現場

 ⼤⾖について、トレサビリティ向上のため追跡を進め、サプライヤーとのエンゲージメントを実施。
 ⽔産品について、海外の養殖場・加⼯場の⼈権調査を実施。

（２）人工衛星の活用、NGOとの連
携

 衛⽣写真による森林破壊の有無のモニタリング等を実施。

５ 苦情窓口設置  グリーバンスメカニズムを導⼊。農園を含むサプライチェーンから直接苦情を受け付け、調査、状況の是正・改善、モニタリング、クロージングまで対応。

６ 生産者等に対する支援の実施
 ⽣産者に対して、GAP認証取得に向けた⽀援。
 社員が直接現地に出向き、各原産国のニーズに合った⽀援活動（例えばカカオ⾖の独⾃の発酵⽅法を伝授）を実施。

そ
の
他

７ 意識啓発
（１）社内体制の整備

 社外の有識者が中⼼となり、マテリアリティやあるべき姿を検討するサステナビリティ諮問会議、会社経営のレベルのリスクと機会の特定や、これらの事業戦略
への反映等を担当するサステナビリティ委員会を設置。

（２）対サプライヤー  サプライヤーに対して、サステナブル調達に係るアンケートを実施。課題抽出と、サプライヤーと連携した課題解決に取り組み。

８ 消費者へのアピール  NGOと連携し、⼤⾖、パーム油に係る⾷育活動を実施。

９ 国内外のイニシアチブへの参画
 森林保護を⽬的としたパートナシップ「Cocoa & Forests Initiative（CFI）」に加盟。
 「外国⼈労働者の責任ある受⼊れに関する東京宣⾔2020」に賛同。



新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部（参考３）国内企業の取組事例︓脱プラスチック及び容器包装リサイクル（抜粋）

項目 各企業の取組

１ 目標の設定・公表
 2030年までにPETボトルを100%再⽣⼜は植物由来素材へ転換。
 ⼩売店舗でのプラスチック製レジ袋の使⽤量を2030年までにゼロにする。

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
を
使
わ
な
い
・使
用
量

を
減
ら
す

２ プラスチックを使わない
（１）プラスチック容器等の使用廃止

 冷凍麺製品について、プラスチックトレーを使わず、液体スープパックを⼊れずに包装・販売。

（２）素材転換
 プラスチック製容器包装について、植物由来の環境配慮素材の使⽤を推進。
 飲⾷店舗で⽤いるカトラリー類、ストロー等について、紙製、⽊製への切り替えを順次実施。
 包材へのリサイクル原料の利⽤、また外装の印刷のインキについて植物性由来原料を使⽤。

３ プラスチック容器の減量化  飲料⽤PETボトルについて薄型化等を実施し、PETの使⽤量を削減。
 精⾁等の販売において、プラスチックトレーを⽤いないパッケージを採⽤。

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
容
器
の
リ
サ
イ

ク
ル

４ リサイクルの実施
（１）PET to PETへの取組  店舗にペットボトルの回収機を設置し、顧客、⾃治体、物流会社、リサイクル業者、素材メーカー等と連携したプラスチック循環システムを構築。

（２）PETボトル以外にリサイクル  店頭回収したペットボトルを原料とした再⽣⽷を⾐料品の製造に活⽤。
 化粧品メーカーと連携し、飲料のペットボトルのキャップを再⽣加⼯し、化粧品容器に再利⽤。

（３）サーマルリサイクル  サーマルリサイクルへの取組として、廃棄物発電の電⼒を本社ビルで使⽤開始。

５ リサイクルしやすい容器等への転換  従来シールに記載していた表⽰内容をPETボトルに直接印字する新技術を導⼊。

そ
の
他
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
削

減
等
の
取
組

６ 社内の意識啓発  社として、プラスチック利⽤に係る⽅針（使い捨てプラスチックの削減、植物由来素材への転換等）を策定。
 プラスチック削減に向けた社内推進体制として、外部有識者がメンバーとなるアドバイザリーボードを設置。

７ 消費者の意識啓発  植物由来のバイオマス原料を使⽤した商品について、環境配慮素材マークを添付し、消費者にＰＲ。。

８ 容器包装に係る研究・開発  社として容器包装に係る研究所を設置し、容器包装の軽量化等、プラスチック問題の解決に向けた研究・開発を実施。

９ プラスチック製以外の容器包装  カップ麺の箱詰め⽅法の変更、中仕切りの廃⽌等により、段ボールの使⽤量を削減。
 業務⽤ガラス瓶のリユースの実施。
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新 事 業 ・ ⾷ 品 産 業 部（参考４）国内企業の取組事例︓脱炭素（抜粋）

項目 各企業の取組

１ 目標の設定・公表
 2030年までに、店舗運営に伴うCO2排出量を50％削減。
 2050年までに、サプライチェーン全体でCO2等の温室効果ガス排出量を実質ゼロにする（カーボンニュートラル）。

２ ⾃社⼯場、店舗等における
CO2等の削減
（１）省エネルギーの実施

（省エネ性能が⾼い設備の導⼊）
 製造設備について省エネ性能に優れたトップランナー機器に転換。
 店内照明をLED照明に転換。

（センサー等を活⽤したエネルギー利⽤の効率化）
 センサーを活⽤して冷凍・冷蔵設備の温度管理など設備の稼働時の電⼒使⽤量を最適制御。
 店内の正圧化（店内に気圧を⾼めることで外気の侵⼊の抑制）やペアガラスの活⽤により、冷暖房効率を向上。

（その他）
 冷却⼯程で発⽣する排熱を他の⼯程の熱源に活⽤。

（２）再⽣可能エネルギーの活⽤
① ⾃ら再⽣エネルギーを⽣産

（太陽光発電）
 店舗、⼯場、敷地外等にソーラパネルを設置。

（メタン発酵等）
 ⼯場で発⽣する⾷品廃棄物をエタノール・メタン発酵し、発電やバイオマスボイラーの燃料として活⽤。

② 外部から再⽣エネルギーを購⼊  国内外の⼯場で使⽤するエネルギーについて、RE100対応の再⽣エネルギー由来の電⼒に転換。

３ 取引・流通の各段階におけるCO2の削減
（１）原料の調達

（CO2発⽣の削減）
 製造⼯程で発⽣する⾷品廃棄物をたい肥化して農家に供給することにより、① ⾷品廃棄物の廃棄・焼却に伴うCO2の発⽣を抑制、② 農家における

化学肥料の使⽤量を削減し、化学肥料の製造、輸送に伴うCO2の発⽣を抑制。
 製品の原料を畜⾁から⼤⾖に転換することで、⽣産段階におけるCO2排出を削減。

（サプライチェーンにおけるCO2発⽣量の把握）
 CDPサプライチェーンプログラム、⾃社の独⾃アンケート等を活⽤し、国内外のサプライヤー等との対話・働きかけ（エンゲージメント）を実施。

（２）輸送段階  他の⾷品企業と連携して製品運送の共同化に取り組み、製品輸送を効率化（トラックの空きスペースを削減）。

４ 社内体制の整備等  グループ会社との間でチェックシートを⽤いてCO2削減に関する課題の抽出と改善策の検討を実施することで、環境活動のレベルアップと推進を図る。
 ⾃社の省エネ設備を対象にインターナルカーボンプライシング制度（設備の炭素削減の効果を⾦銭価値に換算）を導⼊。

５ 国内外のイニシアチブへの参画  RE100（事業の使⽤電⼒を100％再⽣エネルギー由来の電⼒で賄うことを⽬指すグローバルイニシアチブ）に加盟。
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